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関係する計
画、通知等

海洋基本法
海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

海洋基本計画

22年度 23年度要求

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室 海洋政策課

上位政策

課長
天谷　直昭

総合政策局

一般会計

担当部局庁

海洋･沿岸域環境や港湾空間の保全･再生･形成､海
洋廃棄物処理､海洋汚染防止を推進する

総事業費(執行ベース) - - -

22

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 17

事業番号 23

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成２０年度海洋・沿岸域環境の保全等の推進

執行率 75.0% 77.3% 88.2%

○離島及び外洋海域における海洋管理のあり方に関する検討業務発注
○海洋汚染防止のための予防的対策としての国際的な船舶航行規制制度の導入のための調査検討業務発注
○海洋汚染防止講習会（H19東北、神戸、九州、沖縄　計約320名、H20北海道、北陸、四国　計約250名、H21関東、中
部、中国　計約２４０名）及び油濁防止管理者養成講習（H19関東、神戸　計約40名、H20関東、近畿　計約30名、H21関
東、神戸、計３０名参加）を開催
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事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

○排他的経済水域等の保全及び利用を促進するため、離島及び外洋海域における海洋管理のあり方について調査・
検討を行う。
○海洋汚染の防止のため、ＩＭＯで認められている、船舶に対する国際的規制に関する調査・検討を行う。
○海洋汚染防止講習会及び油濁防止管理者養成講習（法定講習）を開催する。

排他的経済水域等の保全及び利用のための離島・外洋海域の管理のあり方の検討、海洋・沿岸域環境保全のための
船舶に対する国際的規制の検討、海洋・沿岸域環境の保全に資する海洋汚染防止制度の普及啓発など、海洋基本法
（平成１９年成立）及び海洋基本計画（平成２０年閣議決定）に基づく施策を着実に実施し、海洋・沿岸域環境の保全等
の推進に資することを目的とする。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）
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総事業費(執行ベ ス)
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【予算科目】
・００８　海洋環境対策費
　・９５　海洋・沿岸域環境の保全等の推進に必要な経費　　（21年度予算額）　　（21年度決算見込額）
　　・９５０１６－２１２２－０８　職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　　0.3百万円　　　　　　　　　0.3百万円
　　・９５０１６－２１２３－０９　海洋環境対策調査費　　　　　　　　 13百万円　　　　　　　　　 13百万円
　　・９５０１６－２１２２－０８　外国旅費　　　　　　　　　　　　　　　　0.4百万円　　　　　　　　　　0百万円
　　・９５０１６－２１２２－０８　委員等旅費　　　　　　　　　　　　　　　 1百万円　　　　　　　　　0.2百万円
　　・９５０１６－２１２９－０６　諸謝金　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1百万円　　　　　　　　　0.3百万円
・１９２　地方運輸行政推進費
　・９５　海洋・沿岸域環境の保全等の推進に必要な経費　　（21年度予算額）　　（21年度決算見込額）
　　・９５０６３－２１２２－０８　職員旅費                                     0.5百万円　  　 　　　0.4百万円
　　・９５０６３－２１２２－０８　委員等旅費                                    0百万円               0百万円
　　・９５０６３－２１２９－０６　諸謝金                                        0.3百万円             0.3百万円

　これらの事業は、わが国の広大な排他的経済水域等を適切に管理し持続可能な発展を図るため、船舶起因の海洋
汚染を防止するため、海洋汚染防止法の趣旨を周知するため、それぞれ必要な事業であり、また、その手法も適切な
ものと考えられる。
　なお、平成２２年度の要求にあたっては、継続経費であっても一部不要になった事業の棚卸しや、印刷・業務費の削
減等の必要な見直しを要求に反映しており、引き続き効率的な予算執行に努めることとしている。

○離島及び外洋海域における海洋管理のあり方に関する検討業務、国際的な船舶航行規制制度の導入のための調
査検討業務
　これらの事業を実施するにあたり、調査・検討の方針、調査手法、調査結果の集約・整理等については、委託事業者
と当課職員の間で打合せを行っている。最終的には、報告書の内容により、本事業が適切に実施されたことを確認して
いる。
○海洋汚染防止講習会及び油濁防止管理者養成講習開催
　２１年度の開催場所・人数等は、過去の講習実績や地域間のバランス等を踏まえて決定しており、また、職員旅費等
の義務額経費に関しては最短で経済的なルートを選定し執行している。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)て補足する)
(単位:百万円)
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費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す

計 6 計

その他 旅費、システムデータ購入費等 5

人件費 研究者補助者 1

B.（独）海上技術安全研究所 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

0.0計 6 計

人件費 研究者 5

その他 謝金、印刷費等 1

使　途
金　額

(百万円）費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目

A.（社）海洋産業研究会 E.

0.00計 0.0 計

使　途
金　額

(百万円）費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目

0

D. H.

計 0.1 計

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）

1 沖縄総合事務局 0.06

2 北海道運輸局 0.04

3 九州運輸局 0.04

4 中国運輸局 0.03

5 四国運輸局 0.03

6 近畿運輸局 0.03

7 神戸運輸局 0.03

8 東北運輸局 0.02

9 北陸信越運輸局 0.02

10 中部運輸局 0.02

№ 支出先
金額

（百万円）

1 関東運輸局 0.14

2 神戸運輸監理部 0.14

Ｈ.地方運輸局等（11機関）　０．４百万円

Ｉ.地方運輸局等（２機関）　０．３百万円
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